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所得税 ･･･ 「所得控除から手当へ」
[image: image22.wmf]　扶養控除の見直し（※平成２３年分から適用）

　　◆子ども手当の創設に伴い、年少扶養親族（～１５歳）に対する扶養控除の廃止

　　◆高校の実質無償化に伴い、１６～１８歳までの特定扶養親族に対する扶養控除の

[image: image23.wmf]上乗せ部分（２５万円）の廃止

※個人住民税についても平成２４年度分から同様の措置が講じられています。
扶養控除（年少）：３３万円⇒廃止、特定扶養控除（１６～１８歳）：４５万円⇒３３万円

生命保険料控除の改組（平成２４年１月１日以後契約締結分より適用）
　　　　　◆各保険料控除の合計適用限度額を１０万円⇒１２万円へ引き上げ
（1）平成24年1月1日以後に締結した保険契約等（新契約）に係る生命保険料控除
　　⇒新たに介護医療保険料控除を設け、一般生命保険料控除、介護医療保険料控除、
　　　個人年金保険料控除のそれぞれの適用限度額を4万円とします。

（2）平成23年12月31日以前に締結した保険契約等（旧契約）に係る生命保険料控除
⇒従来通り
　　法人税

　　　★いわゆる「一人オーナー会社課税制度」の廃止
　　　　　⇒個人事業主との課税の不均衡を是正し、「二重控除」の問題を解消する為の

抜本的措置を平成２３年度税制改正で講じられます。
　　　★グループ法人税制の整備

　　　　（主な見直し項目）　・100％グループ内の法人間の譲渡取引の損益の繰延べ

　　　　　　　　　　　　　　　　 ・大法人の100％子会社への中小企業向け特例措置の適用
　　　　　　　　　　　　　　　　 ・連結子法人の連結開始前欠損金の持込制限の見直し


　　資産税

　　　★住宅取得等資金の贈与に係る贈与税の特例措置の拡充

　　　　　⇒経済対策のための時限措置として、適用対象者を贈与を受けた年の合計所得

金額が2,000万円とし、非課税限度額（改正前：500万円）を引き上げ
（A）平成22年中に住宅取得等資金の贈与を受けた者・・・１，５００万円

（B）平成23年中に住宅取得等資金の贈与を受けた者・・・１，０００万円

　　　　※平成22年1月1日から平成23年12月31日までの間の贈与に係る贈与税に適用

　　　★小規模宅地等の相続税の課税の特例の見直し
　　　　　⇒事業非継続・居住非継続の宅地等を適用対象から除外

　　　　※平成22年4月1日以後の相続または遺贈に係る相続税について適用
　　その他
　　　★所得税の寄付金控除の適用下限額の引き下げ
　　　　　（改正前）　５，０００円　⇒　（改正後）　２，０００円に引き下げ

　　　　寄付金控除額　＝　その年中に支出した特定寄付金の合計額　－　２，０００円　　

　20万件の特許が
使われていないのをご存知ですか？
個人や企業が特許権を取得して権利を維持する為には、費用（特許料）が必要になります。
こうしてお金を費やして取得・維持している特許権のうち、
20万件程度は使われないままになっています。

[image: image24.wmf]国内特許の利用状況
特許庁が平成21年に発表した「平成20年知的財産活動調査結果の概要」によると、日本の企業などによる国内における特許権所有件数は20年度時点で約109万件、19年度に
比べて5万件程度増加しています。しかし、このうち利用件数は約54万件で、利用率は50.1％に留まっています。

国内特許権所有件数のうち、約半分を占める未利用分ですが、そのうちの約33万件（60.1％）が防衛目的のもの（他社から権利を守るために取得したもの）だということです。という事は、残りの約20万件は、お金を払って権利を取得・維持しているにも係らず、なんらかの
理由で使用されないままになっているという事になります。
平成22年2月に、特許庁が特許の出願や審査及び維持にかかる料金を引き下げる方向で検討に入ったという新聞報道がありました。料金が引き下げられると、防衛目的で取得する特許が増えるかもしれません。

国内における特許権所有件数

	
	19年度
	20年度

	国内特許権所有件数
	1,036,868
	1,086,802

	　　うち利用件数
	515,560
	544,785

	　　うち未利用件数
	521,308
	542,017

	　　　　うち防衛目的件数
	319,828
	328,467

	　　　　うち防衛目的以外の件数
	201,480
	213,550
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未利用特許をビジネスに生かす
　　90年代の後半以降、企業などが未利用特許を開放して、新しいビジネスに生かす取組が進んでいます。「特許流通促進事業」のサイトでは、特許流通データベースという、開放特許を検索できるデータベースや専門家によるサポート情報、開放特許を使ったビジネスアイデアを
紹介した情報誌の提供などを行っています。
　　新規ビジネスを検討している企業などは、こうしたサイトを利用して、自社のビジネスに活かせるアイデアを探してみてはいかがでしょうか？
　　　雇用保険制度が改正されました！
①　雇用保険の適用範囲の拡大　　　　　　　　　　　　　　
　　○短時間就労者、派遣労働者の方の雇用保険の適用範囲が
４月１日から、下記の通りに拡大されました。

	旧

	※６ヶ月以上の雇用見込みがあること

※１週間当たりの所定労働時間が20時間以上であること

	新

	※３１日以上の雇用見込みがあること

※１週間当たりの所定労働時間が20時間以上であること


　　　　

　

②　雇用保険料率の引き上げ　　　　　　　　　　　　　　　
　　＜平成２１年度＞

	事業の種類
	雇用保険料率
	事業主負担率
	被保険者負担率

	一般の事業
	11/1000
	7/1000
	4/1000

	農林水産・清酒製造業
	13/1000
	8/1000
	5/1000

	建設業
	14/1000
	9/1000
	5/1000



＜平成２２年度＞

	事業の種類
	雇用保険料率
	事業主負担率
	被保険者負担率

	一般の事業
	15.5/1000
	9.5/1000
	6/1000

	農林水産・清酒製造業
	17.5/1000
	10.5/1000
	7/1000

	建設業
	18.5/1000
	11.5/1000
	7/1000


○被保険者負担について
　　　　　　　　　　　　･平成２１年度までに支払う事が確定した賃金は、確定保険料
　　　　　　　　　　　　　の算定基礎に含む

　　　　　　　〔例）賃金締切日が３月で支払日が４月の場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒２１年度分の雇用保険料率で算定する。
　

4月1日に第一生命保険が東証第一部へ上場しました。

気になる初値は16万円。売り出し価格の14万円を上回る結果となりました。

株式の割り当てがあった方

　売り出し価格が14万円ですから、1株割り当てがあれば14万円が収入金額です。

個人・・・平成22年分の一時所得。ただし、他に一時所得がなければ、

特別控除額50万円の範囲内は課税されません。

法人・・・平成22年4月1日付けで益金算入

　　　（借方）有価証券　14万円　　（貸方）雑収入　14万円
金銭割り当ての場合

　１株未満の端株分や金銭割り当ての場合、実際に受け取った金額が収入金額です。

配当を受け取った場合

　　個人・・・上場株式への配当等ですから、申告不要を選択可能です。

　　法人・・・益金算入ですが、受取配当等の益金不算入制度を利用すると、

　　　　　　　最大半分を益金不算入とすることが可能です。
	５月
	６月
	７月

	４月分源泉所得税の納付
	５月分源泉所得税の納付
	６月分源泉所得税の納付

	３月決算法人の確定申告
	４月決算法人の確定申告
	５月決算法人の確定申告

	９月決算法人の中間申告
	10月決算法人の中間申告
	11月決算法人の中間申告

	自動車税の納付
	個人の住民税の納付

（第1期分）
	源泉所得税の特例者の納期限（１月～６月分）

	確定申告税額の延納届出による延納税額の納付
	
	固定資産税の第2期分の　納付

	
	
	所得税の予定納税額の納付

（第１期分）



熊本市新大江１丁目１５番４号


T E L		096-366-2231


ＦＡＸ　　　　096-366-2236	


Email：t-miyazaki@tax1988.jp 


H  P : http://www.miyazaki-zeimu.com/
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拝啓　時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。


　青葉若葉の美しい季節となりましたが、世の中はあいかわらず混迷の様相です。


世界情勢も不安定で、景気回復の兆しもなかなか見えませんが、初夏の爽やかな風に


身も心もリフレッシュして元気に乗り切りましょう。


さて、今回も税制改正など、皆様にお役に立つ情報をたくさん掲載しております。


ご一読の上、ご不明点等あれば、お気軽に当事務所までお問い合わせください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


敬具














税務カレンダー
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